
資料１

人口減少対策に係る情勢等について

令和６年９月12日
岩手県人口問題対策本部
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１ 全国知事会の動き【令和６年全国知事会議 in 福井（R6.7.31～8.2）】

 人口戦略対策本部の設置
・知事会に人口戦略対策本部※を設置するとともに「人口減少問題打破により日本と地域の

未来をひらく緊急宣言」を決議し、知事会として取り組んでいくことを確認
・様々な主体の連携協力による施策や運動の展開に向けて発信

（※ 本部長：平井鳥取県知事、副本部長：達増知事含10県知事、全都道府県知事で構成）

 セッション「人口減少社会への戦略」（座長 達増知事）
テーマ：人口減少社会への戦略～労働供給制約社会への対応と地域経済の生産性の向上

有識者である冨山和彦氏から、顕在化してきている人手不足の状況や、そのような状況に
おける地域経済の生産性向上などについて講演をいただいた後、参加知事等が人口減少問題
や人手不足の問題、地域経済の生産性の向上などについて議論
【主な内容等】

・ 若者の可処分所得・時間を増やすとともに、若者、女性、外国人、高齢者などの活躍に向
けた環境づくり・経営層の意識改革

・ 経済成長の視点でも、ＧＤＰの７割、雇用の８割を占めるローカルの中小企業の労働生産
性の向上が重要

・ 東京一極集中の是正と労働供給制約社会への対応のためには、地方重視の経済財政政策に
より地方への民間投資を誘導し、地方への人の流れを生み出す政策の実施が重要

 福井宣言

 農林商工常任委員長として知事会議を踏まえた要望実施（R6.8.9）
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参考）人口減少問題打破により日本と地域の未来をひらく緊急宣言（抜粋）

現下の人口減少の構造を改めていくためには、①人口や産業が特定の地域に集中している現
状を見過ごすことなく、地方部も大都市部も人口減少傾向に歯止めをかけ、地域における社会
減を緩和する対策、②子どもや若者が将来に夢を描きながら、その希望に応じて、パートナー
と出会い、結婚し、安心して妊娠・出産・子育てができる、保育・教育の無償化をはじめとす
る子ども・子育てにやさしい社会へ転換する対策、③人口減少地域においても住み続けること
ができる持続可能な地域づくり対策などの重要課題について、国も地方も、そして民間企業を
はじめ様々な主体、国民が連携協力して、真に効果的な施策や運動を展開していくことが、希
望ある未来へと繋がる筋道であり、災害に強く豊かな国をつくることになる。

参考）令和６年７月全国知事会議 福井宣言（抜粋）

今年10年の節目となる地方創生は、今、まさに正念場を迎えており、人口減少や東京一極
集中という課題に対応するため、地方においては、自ら率先した取組みを積極的に展開してい
く。一方、国に対しても、人口減少問題が我が国最大の戦略課題であるとの認識の下、国の責
任において、大学・企業の地方分散など、真に実効性ある政策の再構築、政策を統括推進する
司令塔組織の設置などを求めていく。
少子化・人口減少が深刻化する中、子ども・子育て政策は従来の施策にとどまらない幅広い

観点からの対応が求められている。“急がば回れ”という先人たちの教訓を肝に銘じながら、今
いる子ども・若者、将来生まれてくる子ども一人ひとりを大切にしていくことで、全ての人が
将来にわたって幸せに暮らすことができる社会の実現を目指す。
人口減少社会に立ち向かうために、地方分権の観点から国と地方の役割分担を見直しつつ、
デジタル技術の活用等によって分散型社会を目指していく。
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２ 住民基本台帳に基づく人口、人口動態の特徴
～都道府県、日本人住民、外国人住民に着目して～

・ 全国の総人口は減少、都道府県別で増加しているのは東京都、千葉県、沖縄県のみ
・ 自然増減は、全ての都道府県で減
・ 社会増減は、24都道府県で増、本県を含む23県で減 （東北６県では宮城県のみ増）

・ 日本人住民のみの社会増減では、増となっているのは、東京圏（４都県）と大阪府、福岡県のみ
⇒ 社会増となっている県の多くは、外国人住民の増加の影響が大きい

・ 人口に占める外国人住民割合は全国 2.7％、岩手県 0.8％ (最高：東京都 4.7％、最低：秋田県 0.6％)

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和６年１月１日現在）」に基づき政策企画部作成
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転職・移住子育て妊娠・出産ライフステージ例 ⇒ 結婚

基本的な考え方

就職進学

令和６年度の自然減・社会減対策

性別にかかわらず誰もが活躍できる環境づくりを進めながら、結婚・子育てなどライフステージに応じた支援や移住・定住施策を強化

令和６年度は、人口問題対策本部会議での議論を踏まえ、以下の方向性の下で少子化対策・社会減対策を展開

社会減対策 自然減対策 社会減対策

少子化対策の強化の３つの柱（+１） 社会減対策の強化の３つの柱（+１）

２ 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上

１ いわてとのつながりの維持・強化
（県内定着、Ｕ・Ｉターン）

＜少子化・社会減対策のプラスワン＞市町村や地域的な少子化対策、社会減対策に関する取組の支援・強化

３ ニューヨーク・タイムズへの掲載を契機とした交
流人口・関係人口の拡大

２ 有配偶出生率の向上
（妊娠・出産・子育て支援）

１ 有配偶率の向上（結婚支援）

３ 女性の社会減対策

３ 岩手県の令和７年度の取組の方向性
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令和７年度もこの方向性を踏まえつつ、社会経済情勢の変化や

市町村等の ニーズをとらえた施策の展開・充実・強化を図る



４ 人口減少対策に係る県公式ウェブページの改善

変更前

・ 人口減少対策に係るページの項目名を変更するとともに、主なライフステージを小項目として、そ
のライフステージに関連するページへのリンクで構成（8/22変更済）。
・ 今後も、随時、見直し・更新を行い、必要な人に情報が届きやすくなるよう、改善・充実を図る。

変更後

下層の例（就職）
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